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会議の概要（議事録） 

 

会議の名称 
（番号） 

１－０３ 

令和２年度第１回 

墨田区情報公開制度及び個人情報保護制度運営審議会 

開 催 日 時 
書面開催 

【審議期間】令和２年５月２２日（金）から６月５日（金）まで 

開 催 場 所 書面開催 

職務従事者数 

１３名 【委 員】 安 藤 朝 規  安 藤 玲 子  たかはし のりこ 

田 中   哲  戸井田 光 弘  中 村 悦 子 

福 田 はるみ  松 村 雅 生  森 田 典 子 

吉 田 大 祐 （５０音順・敬称略） 

【事務局】 総務課長 総務課文書管理係長 総務課文書管理係主任 

総務課文書管理係主事 

会 議 の 公 開 

（ 傍 聴 ） 

公開(傍聴できる) 部分公開(部分傍聴できる） 

非公開(傍聴できない) ※書面開催のため 
傍聴者数 － 

議 題 等 

〔諮問事項４件〕 

１ 認知症初期集中支援事業に係る高齢者等の個人情報の本人外収集について 

２ 令和２年度子育て世帯への臨時特別給付金に係る個人情報の本人外収集、目的

外利用及び外部提供について 

３ 特別定額給付金に係る個人情報の本人外収集、目的外利用及び外部提供に伴う

本人通知について 

４ 特定個人情報保護評価（住民基本台帳に関する事務）に係る第三者点検 

配 付 資 料 

■審議資料 

【共通】 

今回の諮問案件について（承認を求める内容の説明） 

意見・質問用紙 

【議題１】 

資料１ 認知症初期集中支援事業に係る個人情報の本人外収集について（概

要） 

資料２ 運営審議会諮問事項調書（高齢者福祉課） 

（参考）支援チームの訪問に関する個人情報の利用に関する同意書 

【議題２】 

資料３ 令和２年度子育て世帯への臨時特別給付金に係る個人情報の本人外

収集、目的外利用及び外部提供について（概要） 

    （別紙）個人情報保護に関する事項 

資料４ 運営審議会諮問事項調書（子育て支援課） 

【議題３】 

資料５ 特別定額給付金事業に係る個人情報の本人外収集、目的外利用及び外

部提供に伴う本人通知について 

（別紙１）「個人情報一覧（本人外収集・目的外利用・外部提供）」 

    （別紙２）個人情報保護に関する事項 
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資料６ 運営審議会諮問事項調書（厚生課） 

【議題４】 

資料７ 特定個人情報保護評価の概要 

資料８ 特定個人情報保護評価に係る第三者点検について（概要） 

資料９ 住民基本台帳に関する事務 全項目評価書（案） 

資料１０ 第三者点検における観点 

（参考）特定個人情報保護評価指針第１０の１（２）に定める審査の観点に 

おける主な考慮事項（個人情報保護委員会作成） 

資料１１ 住民基本台帳に関する事務 全項目評価書（案） 用語説明 

 

■その他資料  ※「意見・質問用紙」の提出後に配付 

ご意見・ご質問に対する区からの説明・回答 

承認用紙 

 

 

 

 

 

 

 

会 議 概 要 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 今般の運営審議会については、新型インフルエンザ等対策特別措置法に基づく緊

急事態宣言を受け、新型コロナウイルス感染症の感染拡大防止の観点から、参集に

よる会議開催を中止し、書面により開催した。 

■書面開催の方法 

令和２年５月２２日（金）   審議資料を郵送により全委員へ発送 

     ５月２８日（木）まで 各委員から「意見・質問用紙」の提出 

     ６月 ２日（火）   区からの説明・回答を全委員へ送付 

     ６月 ５日（金）まで 各委員から「承認用紙」の提出 

 

■委員からの意見及び質問並びに区からの説明及び回答 

【諮問事項１】認知症初期集中支援事業に係る高齢者等の個人情報の本人外収集に

ついて 

高齢者福祉課及び事務局による概要説明資料の送付後、意見等の交換を行い、差

し支えないものとして承認した。討議内容については、以下のとおりである。 

（委 員） 

 常に全件について本人外収集を行うのか否か、そうでない場合は「どういう場合

に本人外収集を行うのか」という基準及びその根拠・理由を明らかにしていただき

たい。 

（高齢者福祉課） 

現在は、本人からの同意書に基づき個人情報を収集しているが、認知症の症状等

により同意書を提出いただけない場合については、不十分な情報により本人に不利

益が生じる可能性があるので、不利益が生じないように必要な情報を十分収集する

ため、本人外収集を行う。 

（委 員） 

資料１の３事業の概念図にある〔支援開始前〕の関係者は、具体的にはどのよう

な人か。 

（高齢者福祉課） 

〔支援開始前〕の関係者は、概念図の〔支援開始後〕の関係者と同様、かかりつ

け医、ケアマネジャー、介護事業者、民生委員、訪問介護事業者等である。 

（委 員） 

同じく資料１の概念図の開始前の図で、高齢者支援総合センターが基本情報DASC
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を高齢者福祉課へ提出しているが、開始後の図には記載がない。③の報告時に提出

されるのか。 

（高齢者福祉課） 

開始前の②で情報収集して作成した DASC を③で高齢者福祉課に提出し、支援対

象者として決定後に支援を開始するが、開始後は提出しない。 

（委 員） 

情報収集や情報提供だが、様々な分野の方々が相手となる。複数の方から情報収

集が必要な場合もあるかと思う。 

認知症初期の方のサポート事業で、デリケートな方も多くいるので、情報の取扱

いによりサポートが進まないなどということがないよう十分注意していただきた

い。 

（高齢者福祉課） 

現在も、認知症初期集中支援チームの活動においては、様々な分野の方と情報収

集や情報提供を行い、必要なサービスにつなげている。引き続き、情報の取扱いに

は細心の注意を払い、様々な分野の方と情報収集や情報提供を行い、円滑にサポー

トを進められるよう事業を実施していく。 

（委 員） 

専門医との関係は「依頼」とされているが、専門医が個人情報に触れることにつ

いては、区の個人情報保護条例上どのように理解しているのか。 

（高齢者福祉課） 

専門医は、医師会から推薦をいただいて、本事業の構成員としての支援を依頼し

ており、医師として助言・指導を行い、必要に応じ訪問する。専門医は、個人情報

保護条例第１２条から第１４条までに規定する委託事業者という関係ではないが、

守秘義務を有する医師として個人情報に触れることから、条例では、第４条の事業

者として責務を負っている。依頼に当たっては、委託事業者と同様、個人情報の適

正な管理及び保護を図るため、必要な措置を講じるよう求めている。 

（委 員） 

一定の場合には本人通知しないことについても、審議会は承認を求められている

のか。 

（高齢者福祉課） 

今回の審議会で承認をお願いしたい。 

（委 員） 

「本人外収集」を行うことに賛成である。対象者が本人同意若しくは正しい情報

を得ることが困難であることで当人に公共サービスの不利益や不平等が生じるこ

ともあり、家族や市民後見人等の関係者からも要配慮者の個人情報を本利用目的範

囲内に限り慎重に留意し収集してはと考える。 

（高齢者福祉課） 

現在、同意のある要配慮者について、公共サービスにつながるように情報収集や

情報提供を行い、適切なサービスにつなげているが、引き続き、公共サービスを受

けないことによる不利益、不平等が生じないよう家族等の関係者から、利用目的の

範囲内に限り慎重に情報収集して事業を実施していく。 

（委 員） 

本人通知に関して、認知症若しくは意識不明瞭等本人の意思を確認できない場合

又は通知することにより今後の本人との信頼関係に支障を及ぼすおそれがある場
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合に通知しないとあるが、より具体的な判断基準は、内規等で作られるのか。 

（高齢者福祉課） 

認知症等の症状は多岐にわたり、個人差が大きいことから、具体的な判断基準を

作成することは難しいため、チーム員会議において認知症等の症状を慎重に検討し

たうえで、本人通知の可否について決定していく。 

 

【諮問事項２】令和２年度子育て世帯への臨時特別給付金に係る個人情報の本人外

収集、目的外利用及び外部提供について 

子育て支援課及び事務局による概要説明資料の送付後、意見等の交換を行い、差

し支えないものとして承認した。討議内容については、以下のとおりである。 

（委 員） 

「今回の諮問案件について」という説明資料には、『基準日後に施設等に入退所

等を行った児童については、～「できる限り」保護者ではなく施設設置者に支給で

きるような～』とある。できる限りということは、保護者に支給されてしまうこと

もあるということなのか。そうならないために本人外収集し、対応するのではない

か。 

（子育て支援課） 

基準日以降に児童が施設等に入所した場合、例えば今年８月に施設に入所した児

童がいた場合についても本来は施設設置者等に本給付金を支給することとなるが、

その時点で既に本給付金は保護者に支給済みである場合がある。このような場合に

おいても施設設置者等に支給することとなれば、当該児童に対して二重に給付が行

われることとなるので、保護者に支給済みの場合は、施設設置者等には支給されな

い。 

このことから、施設等への入所等の情報や給付金の支給状況等について、自治体

間の連絡を密にする必要があるが、児童の施設入所の時期によって既に保護者に支

給がされているということはある。 

（委 員） 

施設入所児童等については、保護者ではなく施設設置者等に支給する理由は何

か。 

（子育て支援課） 

国からの施設入所児童等に係る事務連絡、本給付金にかかる国のＱ＆Ａでは、保

護者ではなく施設設置者に支給する理由について説明した記述はないが、一般論と

して、施設に入所している児童については児童を監護・養育しているのは保護者で

はなく施設設置者等であり、施設設置者等に給付金を支給することが児童の福祉の

増進に寄与するものと考えられるためと推察する。 

（委 員） 

「本人外収集」「目的外利用」「外部提供」を行うことに賛成である。昨年の「プ

レミアム付商品券事業」を本審議会で承認した経緯を踏まえ、今回の給付金もそれ

に類似しているとの資料内容から、新型コロナの影響を受けている子育て世帯への

臨時特別給付金支給の対象となる児童手当受給者の個人情報を目的外利用するこ

とにより、本人に対する公共サービスの不利益や不平等が生じることがないように

し通常の他のケースにおいては、当区外の児童手当支給等市区町村との間で情報を

共有し施設設置者に支給可能とする。他方、反対のケースにおいては情報を本人外

収集並びに外部提供し給付金支給決定状況を照会できるようなればと思う。 
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（子育て支援課） 

本件事務については、国から事務処理の指針が示されており、当該事務について

も具体的な事務処理の方法が示されている。当区としてもこれにのっとり適切に運

用していく。 

（委 員） 

本件の個人情報の本人外収集、目的外利用及び外部提供については、承認で問題

ないと考えるが、参考までに、給付金の基準日後の施設等に入退所等を行った児童

に関し市区町村間で情報を共有するケースというのは、全体の中で、何件ぐらいあ

るか。回答できる範囲で教えてほしい。 

（子育て支援課） 

児童が入退所等をした情報については、児童手当の事務において、都を通じて毎

月一回各自治体に情報提供がある。その際、月に１名もいないこともあれば、数名

いることもある。このことから、本給付金について連絡調整を行うケースも概ね同

程度と想定している。 

なお、現時点では、１件他の自治体から照会が来ている。 

 

【諮問事項３】特別定額給付金に係る個人情報の本人外収集、目的外利用及び外部

提供に伴う本人通知について 

厚生課及び事務局による概要説明資料の送付後、意見等の交換を行い、差し支え

ないものとして承認した。討議内容については、以下のとおりである。 

（委 員） 

 性別の情報がなぜ必要なのか。 

（厚生課） 

本事業では、自治体間で連絡調整を行い世帯主への支給停止措置などを行うため

に、対象となる個人を特定する必要がある。当該連絡調整においては、住民基本台

帳上登録がない自治体への情報提供を行うことからも、より正確に本人特定を行う

必要があることから、氏名、生年月日などのほか、性別についても情報を提供・取

得することとしている。 

なお、この取扱いについては「施設入所等児童等に係る特別定額給付金関係事務

処理について（令和２年４月２７日付け総務省自治行政局事務連絡。以下「入所児

童等通知」という。」）」等に基づき行っている旨、申し添える。 

（委 員） 

資料５の１.制度の概要（６）給付対象者数見込が約２７７，０００人となって

いるが、墨田区の人口は４月１日付けで約２７５，５００人のようである。開きが

あるのはなぜか。 

（厚生課） 

 本件の給付対象者は基準日（令和２年４月２７日）時点で住民基本台帳に記載が

あるものとしている。他方、ＤＶ被害者、施設入所者などの当該台帳に記載がない

者や基準日以降に転入してきた者が、基準日後に当該台帳に記載がされた場合でも

給付対象者となることがあることを踏まえ、記載の人数としたところである。 

（委 員） 

 今回の特別定額給付金については、緊急を要することである。「本人外収集」「目

的外利用」「外部提供」について審議会が行われる前に実施された。「区民の生命、

身体、健康又は財産に対する危険を避けるため、緊急やむを得ない場合」に適用、
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とあるが、判断はどういう経緯でこれに適用とされたのか。今回は国の給付金なの

で、国からこのような対応という通知があったのか、それとも基準のようなものが

あるのか。 

（厚生課） 

 施設入所等児童等に係る取扱いについては、令和２年４月２７日に発出された入

所児童等通知において、令和２年４月３０日までに情報を収集し、同年５月８日ま

でに関係自治体との連絡調整を行うこととされ、また、同通知においては「適切に

遂行する上で必要最小限度のものであり、適切な範囲内と考えられるが、各都道府

県及び市町村における個人情報保護条例との関係に留意願いたい。」ともされてい

るところである。 

 同通知の内容及び迅速かつ的確に家計への支援を行うという本給付金給付事業

の趣旨並びに区の個人情報保護条例の規定内容を踏まえて検討を行い、適用に至っ

たものである。 

（委 員） 

「本人通知を省略」する部分があることに関して賛成である。本件は資料説明に

あるように速やかに実施することが求められているとの趣旨であるので、議題２の

給付金に類似し要配慮者に直接届くよう「本人外収集」「目的外利用」及び「外部

提供」を実行する際に、本来は本人にそのことを通知する必要があったが、今回の

状況に鑑み「区民の生命、身体、健康又は財産に対する危険を避けるため、緊急や

むを得ない場合」に該当し、本人通知を省略することはやむなしと考えた。 

（厚生課） 

 今回の制度趣旨を踏まえつつ、必要な対応を図っていきたいと考えている。 

（委 員） 

 特別定額給付金事業については、速やかに実施する必要があり、国からの時間的

な要請があったということなので、本件の本人外収集、目的外利用、外部提供につ

いて、「区民の生命、身体、健康又は財産に対する危険を避けるため、緊急やむを

得ない場合」を適用させたことは理解した。本人通知を一部省略することについて

も、諮問の理由のとおり、ホームページ等による周知で問題ないと考える。 

（厚生課） 

 今回の制度趣旨を踏まえつつ、必要な対応を図っていきたいと考えている。 

 

【諮問事項４】特定個人情報保護評価（住民基本台帳に関する事務）に係る第三者

点検 

窓口課及び事務局による概要説明資料の送付後、評価書の点検、意見等の交換を

行い、差し支えないものとして承認した。点検・討議内容については、以下のとお

りである。 

（委 員） 

・特定個人情報の取扱いに係る大幅な変更内容について 

今回の第三者点検は、評価の再実施であり、評価書の変更となった事項は資料９

の評価書の別紙４の項番７８～１０４のとおりとされている。これをみると、５年

前の点検時から特定個人情報の取扱いに係る大幅な変更が散見されるようである。

審議会委員の理解を深められるようにするため、特定個人情報の取扱いを大幅に変

更した事項について、その変更の概要、保護対策等を説明願う。 

（例）外部データセンターの利用、住民票データの１５０年間保管、通知カード



7 
 

 

 

 

 

 

 

 

会 議 概 要 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

の廃止など。 

（窓口課） 

●資料９の別紙４の項番７８：外部データセンターについて 

住民記録管理システム本体については、令和元年９月から、より強固なセキュリ

ティ対策を確保できる外部データセンターで稼働している。データの原本は当該デ

ータセンター、データの複製は遠隔地にあるバックアップセンターに保管されてい

るため、万が一、データセンターのある建物が被災した場合であっても、データの

消失を回避することができる。 

また、当該データセンター内には、従来のサーバー室には備え付けられていない

赤外線センサーが搭載され、セキュリティ－区域には窓が設置されていないので、

より強固な入退室管理ができる。 

なお、システムを管理している情報システム担当が、データセンターへの視察を

年１回行っており、管理状況の把握に努めている。 

●資料９の別紙４の項番７９、８２、８６、８８：除票の１５０年間保管について 

情報通信技術の活用による行政手続等に係る関係者の利便性の向上並びに行政

運営の簡素化及び効率化を図るための行政手続等における情報通信の技術の利用

に関する法律等の一部を改正する法律（以下「デジタル手続法」という。）の施行

により、本人確認情報の長期かつ確実な保存及び公証を実現するため、住民票等の

除票データの保存期間が５年間から１５０年間に延長され、本区においても、除票

データの保存期間を延長する。     

データ保存期間延長に伴い、保存体制に変更はないが、引き続き、リスク対策に

努める。 

●資料９の別紙４の項番８９～１０４：通知カード廃止について 

デジタル手続法の施行により、令和２年５月２５日からマイナンバーカードへの

移行拡大を図るため、通知カードが廃止され、その代わりとして個人番号通知書が

住民に送付される。 

個人番号通知書は通知カードと異なり、再発行や記載変更などの手続がないた

め、取り扱う事務が減少し、個人番号通知書に伴う申請書を保管する必要がない。 

（委 員） 

・ハードディスク等のデータ廃棄対策について 

神奈川県で起きたハードディスクの流出事案を受け、総務省が昨年１２月６日に

全国の自治体宛てに記憶媒体の情報の抹消措置の徹底を求める通知を発出し、ハー

ドディスクの物理的破壊などを求めている。これに対応し、住民基本台帳に関する

事務においてデータ廃棄対策の見直しを行っていたら、その概略を説明願う。 

（窓口課） 

上記事案を受けてデータ廃棄対策の見直しは行っていないが、当初から、「住民

記録管理システム用端末、プリンタ及びサーバ機器等の借上」契約書に基づき、消

去ソフトで適切に対処している。 

（委 員） 

・特定個人情報等の利用状況の分析について 

個人情報保護委員会は、「特定個人情報の適正な取扱いに関するガイドライン」

（平成２６年１２月１８日作成、令和２年５月２５日最終改正）及び「特定個人情

報等の利用状況のログ分析・確認について」（平成３１年３月）により、特定個人

情報等の利用状況（操作ログ等）を記録するだけでなく、その記録を一定期間保存
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し、定期に及び必要に応じ随時に分析等するための体制を整備することを求めてい

る。 

住民基本台帳に関する事務における、特定個人情報等の利用状況（操作ログ等）

に係る分析の具体的な方法（分析の頻度、分析方法等）を説明願う。 

（窓口課） 

上記ガイドライン等に基づき、特定個人情報等の利用状況を確認するため、「特

定の操作者からのアクセスについての異常の有無」、「特定の人物に対するアクセス

についての異常の有無」、「他市区町村から本区へのアクセスについての異常の有

無」の検査を行っており、月次でアクセス件数や開庁時間外のアクセスについて確

認している。 

また、端末からファイアーウォールへのアクセスログについては、定期的（現在

は毎日）に検査を行っている。 

（委 員） 

・他の事務における再評価について 

他の事務における、再評価の実施状況について説明願う。 

また、全項目評価については第三者点検が求められているが、地方税に関する事

務および重大事故の発生に伴い重点項目評価から全項目評価へしきい値判断が変

更となる事務に係る点検は、本審議会にて行う想定か。 

（事務局） 

墨田区で公表している２９の事務のうち、１１の事務において、重大事故発生に

伴うしきい値判断変更による再評価を実施した（令和元年１２月１３日公表）。 

なお、いずれも基礎項目評価から重点項目評価へのしきい値判断の変更であり、

重点項目評価から全項目評価へのしきい値判断の変更はないため、重大事故発生に

伴う全項目評価書の第三者点検はない。 

（委 員） 

これまで情報漏えいの事件（過失も含め）は発生したか。発生したなら、その概

要について教えてほしい。 

（窓口課） 

 住民基本台帳に関する事務において、重大事故（漏えい、滅失又は毀損した特定

個人情報の本人の数が１００人を超えるもの（特定個人情報の漏えいその他の特定

個人情報の安全の確保に係る重大な事態の報告に関する規則第２条））は発生して

いないが、以下の情報漏えい事案について報告する。 

⑴ 平成３０年度：１件 

海外から墨田区へ転入した外国人住民（１名）について、同姓同名、同一生

年月日及び同性の別人を同一人として特定し、その後、転出証明書を手渡した

という情報漏えい事案が発生した。 

⑵ 令和元年度：１件 

郵送による転出届の処理の際、返信用封筒に転出証明書の入れ違い（２名）

があり、そのまま送付したという情報漏えい事案が発生した。 

⑴及び⑵は、「墨田区におけるマイナンバー等事務に係る緊急事案の報告要領」

に基づき、適切に原因分析を行ったうえ、対象者への説明、当該転出証明書の回収

等の処置を行うとともに、再発予防策を講じ、然るべき関係者（東京都、副区長、

総務部長等）へその旨を報告している。東京都への報告の結果、個人情報保護委員

会への報告は不要であるとの連絡を受けている。 
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（委 員） 

資料１０〔妥当性〕の担当部署による説明は、多くの個所に「～具体的に記載し

ている」とある。評価書に具体的に書かれていても、担当部署や担当者によって業

務処理方法等の違いが生じないよう、日頃の点検等を十分に行ってほしい。 

（窓口課） 

日々の業務の点検については、セキュリティの維持向上を目的として、１３５項

目からなる調査を行い、チェックリストによる自己点検を行っているが、職員間で

業務処理方法に違いが生じないよう、職員に対する教育にも努める。 

（委 員） 

「住民基本台帳に関する事務」の対象人数が３０万人以上とあり、墨田区の人口

は３０万人より少ないが、どういうことか。 

当該事務に係る再実施の評価書についてのパブリック・コメントを実施し、区民

からの意見がなかったとあるが、本当に意見がないのか、周知がされなかったのか

検証する必要があるのではないか。 

（窓口課） 

対象人数についてだが、現在の墨田区民だけではなく、除票者も当該特定個人情

報を保有しており対象となるため、対象人数は人口と同義ではない。 

また、パブリック・コメントの周知方法については、「墨田区のパブリック・コ

メント手続に係る基準」に基づいて実施しており、区報、墨田区ホームページ、区

民情報コーナー及び担当部署において周知した。 

ホームページについては、アクセス解析を行っており、１か月間で１０６件のア

クセス数をいただいたが、想定よりも低い水準だったので、今後はＳＮＳを活用し

た方法も検討する。 

（委 員） 

審査の観点に係る項目が煩雑なことから、資料１０「第三者点検における観点」

から１２大項目観点を点検するに当たり、〔適合性１～６〕〔妥当性７～１２〕につ

いて、担当部署による説明をあくまで参考に点検したところ、ほぼ全ての観点に対

して説明が適合・適切にとの記載があり、中でも観点１０・１１での観点に対して

は、担当説明では具体的にあるいは明確にと記載し、また、妥当性を説明している

ので好評価できると思う。 

（窓口課） 

専門的な用語が多く、分かりにくい部分があったかと思う。住民の方々からの信

頼を確保できるよう、できる限り、記載内容を分かりやすく工夫していくよう努め

る。 

                                      

会議の概要は、以上である。 

 

所 管 課 総務部総務課文書管理係（電話０３－５６０８－６２４１） 

 


